
県外私立学校・家計急変世帯版 対象の方は申請書一式を県に提出してください。

授業料以外の教育費の負担を軽減するための、返済不要の給付金です。

 

★　申請期間

　　令和７(2025)年１月２４日(金)まで　＜県必着＞
　　上記期限を過ぎての申請となった場合、給付金を支給できないことがあります。

★　申請方法

　　申請書に必要事項を記入し、添付書類と併せて、県に提出してください。

　　郵送で提出する場合は、可能な限り特定記録や簡易書留にて送付ください。

★　支給方法

　　支給決定後、指定された保護者等の口座に振り込まれます。

　　 （時期：１１月以降随時）

★　提出先
　〒320-8501　宇都宮市塙田1-1-20　本庁舎２階
　栃木県 経営管理部 文書学事課 私学・宗教法人担当
（TEL ０２８－６２３－２０５６・平日8：30～17：15）

・令和６年７月１日までに家計急変した場合は、下表の給付額を支給します。

・令和６年７月２日以降に家計急変した場合は、月割額を支給します。

 月割額の計算方法は、次のとおりです。

 下表の該当する区分の給付額×急変した月の翌月から令和７年３月までの月数÷12か月

52,100円

給付額区分

142,600円

152,000円

非課税
世帯相当と
認められる
家計急変

世帯

（１）
　全日制・
　定時制

①第１子 （②以外）

②第２子以降
　ア ２人目以降
　イ 世帯に15 歳（中学生を除く。）
　　以上23 歳未満の扶養されている
　　兄弟姉妹がいる
　ウ 世帯に通信制・専攻科に該当する
　　兄弟姉妹がいる

（２）通信制・専攻科

※　着用を義務付けられている制服が災害等により喪失・毀損した場合にあって、再度、制服の購入が必要である場合
　は、当該災害等につき１回に限り、81,000円を加算

令和６(2024)年度

「栃木県 奨学のための給付金（私立）」の御案内

給付額

★次の全てに該当する場合

①保護者等が栃木県内に住所があること

②令和６年１月から同年１２月までに発生した家計急変による経済的理由で、
家計急変後１年間の保護者等全員の収入見込額が「市町村民税・道府県民税

所得割が非課税である世帯」に相当すると認められること
③「高等学校等就学支援金」又は「専攻科支援金」の支給対象校に在学していること

④「高等学校等就学支援金」又は「専攻科支援金」の受給資格があること
※専攻科の場合、「保護者等」を「生計維持者」と読み替えるものとします。

対象
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栃木県奨学のための給付金（私立）（世帯構成パターン図）

●子ども一人世帯

●多子世帯（※扶養されている15歳以上（中学生を除く。）23歳未満の兄弟姉妹がいる世帯）

　◎ 高校生等が２人いる世帯の場合

　◎ 高校生等以外の子どもがいる場合

【全日制等】（第１子）

私〇立 142,600円

【全日制等】（第２子以降）

私〇立 152,000円

扶養されている。

扶養されていない。

【全日制等】（第１子）

私〇立 142,600円

【全日制等】（第２子以降）

私〇立 152,000円

【全日制等】（第２子以降）

私〇立 152,000円

【全日制等】（第２子以降）

私〇立 152,000円

【全日制等】（第１子）

私〇立 142,600円

【通信制・専攻科】

私〇立 52,100円

【全日制等】（第２子以降）

私〇立 152,000円

（注）通信制の高等学校等や高等学校等専攻科に通う高校生等を

含む複数の高校生がいる場合には、通信制・専攻科以外の高校生

等については、給付額を増額し「第２子以降」の単価となる。

給付額の増額

給付額の増額

給付額の増額給付額の増額

給付額の増額

○令和６年７月１日までに家計急変した場合は、図の給付額

を支給します。

○令和６年７月２日以降に家計急変した場合は、急変した月

の翌月から令和７年３月までの月数に応じた月割額を支給

します。

月割額の計算方法は、次のとおりです。

該当する給付額×急変した月の翌月から令和７年３月まで

の月数÷12か月
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○提出書類  

👉令和６年１月以降に家計が急変し、非課税世帯相当となった世帯（家計急変世帯）

の方は、申請にあたり、以下の書類を提出してください。 

 

１ 受給申請書（様式第１号－１、第１号－２）…７ページ、９ページ 

 

２ 「振込口座指定申出書」（様式第２号）…１１ページ 

記入のうえ、通帳のコピーを貼って提出してください。 

 

３ 収入状況確認書類提出票・添付書類 …１３ページ 

  次の①②③の書類を全て添付してください（④は該当する場合のみ）。 

 ①保護者等の家計急変の発生事由及び日付を証明する書類 

  例）離職票、雇用保険受給資格者証、解雇通告書、破産宣告通知書、 

廃業等届出、家計急変発生前後の給与明細 など 

 ②家計急変後の収入を証明する書類 

  例）直近３か月の給与明細、勤務先作成の給与見込、 

税理士又は公認会計士の作成した証明書類 

（自営業の場合）収入申告書…１７ページ  など 

 ③保護者等の扶養親族の人数等を確認するための書類 …１５ページ 

  「扶養誓約書」（様式第１０号） 

 ④保護者等の１人が控除対象配偶者であることを確認するための書類 

  例）令和６(2024)年度課税証明書（控除対象配偶者の有無がわかるもの）

令和６(2024)年度住民税課税決定通知書の写し 

 

５ 在学証明書 

  直接、個人で申請を行う場合は、通学する私立学校発行の在学証明書を添

付してください。 

学校長がとりまとめて申請書を県に送付する場合は、学校長が提出する一覧表を在

学証明書として代用するため、添付は不要です。 

 

※ 専攻科の場合は、上記のほか「個人対象要件証明書（様式第８号）」の提出 

が必要です。様式は県ホームページに掲載しています。 

 

※ 災害により喪失・毀損した制服を再購入した場合は、「制服が災害等で喪

失・毀損したことを確認するための罹災証明書等の公的書類」及び「制服の

再購入に係る誓約書及び高校生等が通う高等学校等による制服の再購入に

係る証明書（様式第 11 号）」の提出が必要です。様式は、県ホームページ

に掲載しています。 
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○給付金支給の判定について  

👉提出された収入状況を確認する書類をもとに、家計急変発生後１年間の年収

見込額を推計し、家計状況を確認の上、個別に判定します。 

 

＜保護者等が１名の場合または保護者等が２名で１名が控除対象配偶者の場合＞ 

世帯人数 ２人 ３人 ４人 ５人 

所得見込 

（自営業） 
1,350,000 円以下  1,470,000 円以下  1,820,000 円以下  2,170,000 円以下  

年収見込 

（給与所得者） 
2,044,000 円未満  2,216,000 円未満  2,716,000 円未満  3,216,000 円未満  

※この表に該当しない場合は、お問い合わせください。 

 

この場合の年収とは、自営業の場合は収入から必要経費を差し引いた金額、

給与所得者の場合は交通費手当を除く給与収入の総額をいいます。 

 

・勤務先作成の給与見込等がない場合は、直近３か月の平均給与月額や賞与支

給見込み額を用いて年収見込額を推計します。 

・災害などに起因しない離職（定年退職など）は、家計急変の対象となりませ

ん。 

・収入見込額には、退職金、失業手当は含めないものとします。 

 

★提出された書類以外に、収入の状況を改めて確認させていただくことがあり

ます。給付金の支給判定のため、御協力をお願いいたします。 

★支給されるまでの間に家計の状況が変化した場合（就職する、収入が回復す

る等）は、お申し出ください。 

 

□申請書にチェック漏れ、記入漏れはありませんか。 

□生活保護（生業扶助）受給世帯ではない旨、□にチェックしましたか。 

□給付金の振込希望口座の通帳のコピーが添付されていますか。 

□振込希望口座は、申請者の名義ですか。 

□在学証明書を添付しましたか。 

 

【問合せ先】 
  栃木県 経営管理部 文書学事課 私学・宗教法人担当 

  〒３２０－８５０１ 栃木県宇都宮市塙田１－１－２０ 

ＴＥＬ ：０２８－６２３－２０５６ 

受付時間：平日８時３０分～１７時１５分 

【栃木県ホームページ】  

  「私立高等学校等に通学される場合の支援制度について」 

 http://www.pref.tochigi .lg.jp/b05/shigaku-syugakusien.html 
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記入上の注意

「学校の種類・課程・学科」の欄には、｢①高等学校（全日制）｣、｢②高等学校（定時制）｣、｢③高等学校（通信制）｣、「④高等
学校（専攻科）」、｢⑤中等教育学校（後期課程）｣、｢⑥中等教育学校（専攻科）｣、「⑦高等専門学校（１～３学年）」、「⑧専
修学校（高等課程）昼間学科」、「⑨専修学校（一般課程）昼間学科」、「⑩専修学校（高等課程）夜間等学科」、「⑪専修学校
（一般課程）夜間等学科」、｢⑫専修学校（高等課程）通信制学科｣、「⑬専修学校（一般課程）通信制学科」、「⑭各種学校（外
国人学校）」、「⑮各種学校（その他）」の別を記入してください。

【対象となる高校生等について】の欄は次によって記入してください｡

現在通っている学校の在学期間について、記入してください。また、過去に高等学校等に在学したことがある場合には、当該学校
の在学期間についても記入してください。

「高等学校等」とは、国公私立の高等学校（専攻科を含む）、中等教育学校の後期課程（専攻科を含む）、高等専門学校（第１学
年から第３学年まで）、専修学校及び各種学校のうち高等学校の課程に類する課程を置くものとして文部科学省令で定めるものを
いいます。

【保護者等の収入の状況について】の欄は、次によって記入してください。

(２)①又は③に該当するときは、保護者等全員の課税証明書等を添付してください。

【扶養親族の状況について】の欄は、次によって記入してください。

過去に国公私立を問わず高等学校等（修業年限が３年未満のものを除く。）又は高等学校等専攻科を卒業し又は修了したことがあ
る場合には、奨学給付金の受給資格はありません。

２つ以上の課程に在学している場合は、いずれか１つの課程を選んで申請をしてください。

認定基準日現在、「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について（令和５年５月１０日こ支家第４７号）」による
措置費等の支弁対象となる高校生等であって、見学旅行費又は特別育成費（母子生活支援施設の高校生等を除く。）が措置されて
いる場合は、補助対象外となります。

医療保険各法とは、健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法又は私立学校教
職員共済法をいう。

生計維持者とは、次の者をいいます。
①生徒に父母がいる場合
　当該父母とします。（収入の有無・多寡を問わず、両親がいる場合は両親（２名）。ひとり親等の場合は父又は母のみ）
②生徒に父母がいない場合又は生徒が以下の（１）～（４）に掲げる者である場合
　当該生徒又は父母に代わって生計を維持する者がいる場合は、当該者とします。

（１）満18歳となる日の前日において児童福祉法第27条第1項第3号の規定により同法第6条の4に規定する里親に委託されていた
　　者又は同号の規定により入所措置が採られて同法第41条に規定する児童養護施設に入所していた者
（２）満18歳となる日の前日において児童福祉法第27条第1項第3号の規定により同法第6条の3第8項に規定する小規模住居型児童
　　養育事業を行う者に委託されていた者又は同号の規定により入所措置が採られて同法第43条の2に規定する児童心理治療施設
　　若しくは同法第44条に規定する児童自立支援施設に入所していた者
（３）満18歳となる日の前日において児童福祉法第6条の3第1項に規定する児童自立生活援助事業を行う者に委託されていた者
（４）そのほか、社会的養護が必要と認められる者

被扶養者については、扶養を確認できる書類（扶養誓約書）を添付してください。

留意事項

(２)②に該当するときは、必ず「親権者」全員の状況を確認の上、記入してください。
(２)②の「家庭の事情によりやむを得ず、親権者の１人の課税証明書等を提出できない場合」とは、例えば、ドメスティックバ
　イオレンス、養育放棄等の事情が存在する場合が該当します。この「家庭の事情によりやむを得ず、親権者の１人の課税証明
　書等を提出できない場合」は、（２）④及び⑤並びに（３）の「親権者が存在しない場合」に含まれます。

(１)に該当する場合は、７月１日現在において生業扶助（高等学校等就学費）を受給していることが分かる証明書を提出してくだ
さい。

保護者とは、親権を行う者（親権を行う者のないときは、未成年後見人）をいい、次の①～⑤は除きます。
　①児童福祉法第33条の２第１項、第33条の８第２項又は第47条第２項の規定により親権を行う児童相談所長
　②児童福祉法第47条第１項の規定により親権を行う児童福祉施設の長
　③法人である未成年後見人
　④民法第857条の２第２項に規定する財産に関する権限のみを行使すべきこととされた未成年後見人
　⑤その他生徒の就学に要する経費の負担を求めることが困難と認められる保護者

(２)④又は⑤に該当するときは、生徒本人又は主として生徒の生計をその収入により維持している者（医療保険各法（注）にお
　ける扶養者等）の課税証明書等を添付してください。また、主として生徒の生計をその収入により維持している者がいるかど
　うかについて確認できる書類（扶養誓約書）を添付してください。
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様式第１号－１（県外校・家計急変）

栃木県知事　様

！次の４点を確認の上、□にレ点を付けてください。
 □ この申請書の記載内容は、事実に相違ありません。
 □ この申請書に虚偽の記載があった場合は、栃木県の求めに従いその全額を即時返還します。
 □ 私は、栃木県以外の都道府県に高校生等奨学給付金の申請は行っておりません。
 □ この申請の対象となる高校生等は、児童福祉法による児童入所施設措置費（見学旅費又は特別育成
　費（母子生活支援施設の高校生等を除く。））の支弁対象ではありません。

〒

※１「大字」の付く町名は、省略せず記入してください。
※２携帯電話等日中連絡のつく電話番号を記入してください。

【対象となる高校生等について】

学校の所在地

学校法人名

なし １回 ２回 ３回 ４回 不明

□ □ □ □ □ □

なし １回 ２回 ３回 ４回 不明

□ □ □ □ □ □

学校の所在地

学校法人名

なし １回 ２回 ３回 ４回 不明

□ □ □ □ □ □

なし １回 ２回 ３回 ４回 不明

□ □ □ □ □ □

令和　　　年　　月　　日

栃木県奨学のための給付金（私立）受給申請書

　栃木県奨学のための給付金（私立）の受給を申請します。

申請者住所等　※１

ふりがな

申請者氏名
（保護者等）

※２℡　　　－　　　　－　　　　

高校生等との関係
 親権者 ・ 未成年後見人 ・ 未成年後見人である里親 ・ 主たる生計維持者 ・
 生徒本人 ・ その他（　　　　　　　　）

ふりがな
生年月日

昭和
平成

年 月 日
氏名

氏名

在
学
す
る
学
校

学校の名称
　私立

　学校の種類・課程・学科：
　　　　　　　　　　　都道　　　　　　　市区
　　　　　　　　府県　　　　　　　町村

　学校法人

在学期間 始期 　  年  　月　 日から 終期

（退学済みの場合のみ記入）

　 　　　年  　月　 日まで

　 　　　年  　月　 日まで

昭和
平成

年 月

過去の高等学校等
における在学期間

学校名
　　　立

　  年  月  日
　～　  年  月  日

学校の種類・課程・学科 在学中に給付金を受給した回数

学校名
　　　立

　  年  月  日
　～　　  年  月  日

学校の種類・課程・学科 在学中に給付金を受給した回数

日
ふりがな

生年月日

過去の高等学校等
における在学期間

学校名
　　　立

　  年  月  日
　～　  年  月  日

在
学
す
る
学
校

学校の名称
　私立

　学校の種類・課程・学科：
　　　　　　　　　　　都道　　　　　　　市区
　　　　　　　　府県　　　　　　　町村

　学校法人

在学期間 始期 　  年  　月　 日から 終期

（退学済みの場合のみ記入）

学校の種類・課程・学科 在学中に給付金を受給した回数

学校名
　　　立

　  年  月  日
　～　　  年  月  日

学校の種類・課程・学科 在学中に給付金を受給した回数
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様式第１号－１（県外校・家計急変）

栃木県知事　様

！次の４点を確認の上、□にレ点を付けてください。

 □ この申請書の記載内容は、事実に相違ありません。
 □ この申請書に虚偽の記載があった場合は、栃木県の求めに従いその全額を即時返還します。
 □ 私は、栃木県以外の都道府県に高校生等奨学給付金の申請は行っておりません。
 □ この申請の対象となる高校生等は、児童福祉法による児童入所施設措置費（見学旅費又は特別育成
　費（母子生活支援施設の高校生等を除く。））の支弁対象ではありません。

〒

※１「大字」の付く町名は、省略せず記入してください。

※２携帯電話等日中連絡のつく電話番号を記入してください。

【対象となる高校生等について】

学校の所在地

学校法人名

なし １回 ２回 ３回 ４回 不明

□ □ □ □ □ □

なし １回 ２回 ３回 ４回 不明

□ □ □ □ □ □

学校の所在地

学校法人名

なし １回 ２回 ３回 ４回 不明

□ □ □ □ □ □

なし １回 ２回 ３回 ４回 不明

□ □ □ □ □ □

令和　　　年　　月　　日

栃木県奨学のための給付金（私立）受給申請書

　栃木県奨学のための給付金（私立）の受給を申請します。

申請者住所等　※１

３２０－８５０１ ふりがな とちぎ　たろう

宇都宮市塙田１－１－２０ 申請者氏名
（保護者等） 栃木　太郎

※２℡ ０９０－００００－００００

６

（退学済みの場合のみ記入）

　 　　　年  　月　 日まで

高校生等との関係
 親権者 ・ 未成年後見人 ・ 未成年後見人である里親 ・ 主たる生計維持者 ・
 生徒本人 ・ その他（　　　　　　　　）

ふりがな とちぎ　じろう
生年月日

昭和
平成

１９ 年 月 １５ 日
氏名 栃木　二郎

　  年  月  日
　～　　  年  月  日

学校の種類・課程・学科 在学中に給付金を受給した回数

在学期間 始期 　  年  　月　 日から 終期

昭和
平成

年 月

在
学
す
る
学
校

学校の名称
　私立　　　とちまる高等学校

　学校の種類・課程・学科：　全日制
　　　　　　　　　　　都道　　　　　　　市区
　　　　　　　　府県　　　　　　　町村

　学校法人　とちまる学園

過去の高等学校等
における在学期間

学校名
　　○立○○高等学校

令和５年４月１日
　～令和６年３月31日

学校の種類・課程・学科 在学中に給付金を受給した回数

高等学校全日制

学校名
　　　立

日
氏名

在
学
す
る
学
校

学校の名称
　私立

　学校の種類・課程・学科：
　　　　　　　　　　　都道　　　　　　　市区
　　　　　　　　府県　　　　　　　町村

　学校法人

在学期間 始期 　  年  　月　 日から 終期

（退学済みの場合のみ記入）

　 　　　年  　月　 日まで

ふりがな
生年月日

過去の高等学校等
における在学期間

学校名
　　　立

　  年  月  日
　～　  年  月  日

学校の種類・課程・学科 在学中に給付金を受給した回数

学校名
　　　立

　  年  月  日
　～　　  年  月  日

学校の種類・課程・学科 在学中に給付金を受給した回数

記入例 ６ ９ ２０

✔
✔

✔
✔

日中連絡のつく電話番号を記入してください

令和６ ４ １

栃木 ○○ ○○町123番地

✔

過去に在籍した学校がある場合は記入してください

この欄は、県外校に通う対象高校生等が

複数いる場合に使用してください
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様式第１号－２（家計急変）

　　次の者の収入状況の確認書類を提出します。

　☞必ず下記内容を確認の上、□にレ点を付けてください。

 【扶養親族の状況について】

 【保護者等の収入の状況について】　該当する□にレ点を付けてください。

① □

親権者（両親）２名分
【または生徒の生計をその収入により維持している者（主たる生計維持者）２名分※】
※対象となる生徒が在学中に成人した場合で、成人する直前の未成年の時点から申請の時点まで生計を維
　持する者に変更がない場合を指す。

② □

親権者１名分（親権者が、一時的に親権を行う児童相談所長、児童福祉施設の長である
　　　　　　　場合は、その者を除く。）

・離婚、死別等により親権者が１名の場合、

・親権者が存在するものの、家庭の事情によりやむを得ず、親権者の１人の確認書類
 を提出できない場合　等

⑤ □
生徒本人
　親権者、未成年後見人又は主たる生計維持者のいずれも存在しない場合であり、成人に
達している場合  等

※当該世帯に、現在、高校生等以外に１５歳（中学生を除く。）以上２３歳未満の扶養され
  ている兄弟姉妹がいる場合には、記入してください。

③ □

未成年後見人（　　）名分
　親権者が存在せず、未成年後見人が選任されている場合（未成年後見人が複数選任
されている場合は、全員分）
※未成年後見人が法人である場合又は財産に関する権限のみを行使すべきこととされ
　ている者である場合は、その者を除く。

④ □
生徒の生計をその収入により維持している者（主たる生計維持者）１名分
 ・親権者又は未成年後見人が存在しない場合、
 ・成人に達しているが主たる生計維持者が存在する場合　等

□
　私の世帯は、家計急変発生日において、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６
条の規定による生業扶助は受給していません。

（奨学給付金対象兄弟姉妹のみ記入）

備考同給付金の
申請の有無

 □有 □無 

課程

□下記以外
□通信制
□専攻科

 □有 □無 

□無  □有
□下記以外
□通信制
□専攻科

扶
養
親
族
の
状
況

続柄 氏　　名 生年月日 職業・学校名学年等

□下記以外
□通信制
□専攻科

 □有 □無 

□下記以外
□通信制
□専攻科
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様式第１号－２（家計急変）

　　次の者の収入状況の確認書類を提出します。

　☞必ず下記内容を確認の上、□にレ点を付けてください。

 【扶養親族の状況について】

⑤ □
生徒本人
　親権者、未成年後見人又は主たる生計維持者のいずれも存在しない場合であり、成人
に達している場合  等

 【保護者等の収入の状況について】　該当する□にレ点を付けてください。

① □

親権者（両親）２名分
【または生徒の生計をその収入により維持している者（主たる生計維持者）２名分※】
※対象となる生徒が在学中に成人した場合で、成人する直前の未成年の時点から申請の時点まで生計を維
　持する者に変更がない場合を指す。

② □

親権者１名分（親権者が、一時的に親権を行う児童相談所長、児童福祉施設の長である
　　　　　　　場合は、その者を除く。）

・離婚、死別等により親権者が１名の場合、

・親権者が存在するものの、家庭の事情によりやむを得ず、親権者の１人の確認書類
 を提出できない場合　等

③ □

未成年後見人（　　）名分
　親権者が存在せず、未成年後見人が選任されている場合（未成年後見人が複数選任
されている場合は、全員分）
※未成年後見人が法人である場合又は財産に関する権限のみを行使すべきこととされ
　ている者である場合は、その者を除く。

④

栃木　いちご

□
生徒の生計をその収入により維持している者（主たる生計維持者）１名分
 ・親権者又は未成年後見人が存在しない場合、
 ・成人に達しているが主たる生計維持者が存在する場合　等

△△大学３年  □有 □無 

備考同給付金の
申請の有無

課程

兄 栃木　一郎 H15. 5. 5

 □有 □無 

□
　私の世帯は、家計急変発生日において、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３６
条の規定による生業扶助は受給していません。

扶
養
親
族
の
状
況

続柄 氏　　名 生年月日 職業・学校名学年等

※当該世帯に、現在、高校生等以外に１５歳（中学生を除く。）以上２３歳未満の扶養され
  ている兄弟姉妹がいる場合には、記入してください。

□下記以外
□通信制
□専攻科

（奨学給付金対象兄弟姉妹のみ記入）

□下記以外
□通信制
□専攻科

□無  □有
□下記以外
□通信制
□専攻科

 □有 □無 

H20. 6.15 ☆☆高等学校１年
□下記以外
□通信制
□専攻科

妹

✔

✔

✔ ✔
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様式第２号

口座名義人（申請者）＜カナ＞　通帳のカナ名義を確認の上、記入してください。（左詰め）

金融機関名 店舗名
預金
種別

口座番号

振込口座指定申出書

給付金の振込を希望する口座について記入し、金融機関名、口座番号、口座名義人（カタ
カナ）が分かる通帳（見開き部分）のコピーを添付してください。
振込口座は、申請者名義の口座を指定してください 。

申請者氏名：

【振込を希望する金融機関】　※申請者名義の口座を記入してください

金 庫 支 社

組 合 出張所

銀 行 支 店 普通

当座

ここに、通帳のコピーを貼り付けてください。

（金融機関名、店舗名、口座番号、口座名義人が記載されている部分）
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様式第２号

口座名義人（申請者）＜カナ＞　通帳のカナ名義を確認の上、記入してください。（左詰め）

金融機関名 店舗名
預金
種別

口座番号

振込口座指定申出書

給付金の振込を希望する口座について記入し、金融機関名、口座番号、口座名義人（カタ
カナ）が分かる通帳（見開き部分）のコピーを添付してください。
振込口座は、申請者名義の口座を指定してください 。

申請者氏名：　　　　栃木　太郎

【振込を希望する金融機関】　※申請者名義の口座を記入してください

３ ４ ５ ６金 庫 支 社

組 合 出張所

銀 行 支 店 普通

当座
０ １ ２

トチキ゛ タロウ

ここに、通帳のコピーを貼り付けてください。

（金融機関名、店舗名、口座番号、口座名義人が記載されている部分）

とちまる 県庁内

申請者名義の口座を記入してください

記入例
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１　家計急変の理由及び時期
　該当するものに○を付け、日付を記入してください。
・勤務する会社等から支給される給与が大きく減った。
（大きく減った月の給与支給日：令和６(2024)年　　月　　日）
・勤務する会社等が倒産した。
（最終給与支給日：令和６(2024)年　　月　　日）
・勤務する会社等を解雇された。
（最終給与支給日：令和６(2024)年　　月　　日）
・自ら経営する会社等が破産、倒産した。
（廃業の日：令和６(2024)年　　月　　日）
・その他（具体的な理由を下欄に記入）

（事由発生日：令和６(2024)年　　月　　日）

２　添付書類
①・②・③を全て添付してください（④は該当する場合のみ添付）。

①保護者等の家計急変の発生事由及び日付を証明する書類
次のうち、添付した書類に○を付けてください。

②家計急変後の収入を証明する書類
次のうち、添付した書類に○を付けてください。

③保護者等の扶養親族の人数・年齢を確認するための書類
次のうち、添付した書類に○を付けてください。

（該当する場合：保護者等の１人が控除対象配偶者である場合）

④保護者等の１人が控除対象配偶者であることを確認するための書類

・課税証明書（控除対象配偶者の有無がわかるもの）
・住民税課税決定通知書の写し

収入状況確認書類提出票

添付書類 添付チェック欄

　・離職票　・雇用保険受給資格者証　・解雇通告書
　・破産宣告通知書　・廃業等届出
　・家計急変発生前後の給与明細
　・その他（　　　　　　　　　　　　　）

　・直近３か月の給与明細
　・勤務先作成の給与見込　・(自営業のみ)収入申告書
　・税理士、公認会計士作成の証明書類
　・その他（　　　　　　　　　　　　　）

　・扶養誓約書
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１　家計急変の理由及び時期
　該当するものに○を付け、日付を記入してください。
・勤務する会社等から支給される給与が大きく減った。
（大きく減った月の給与支給日：令和６(2024)年　　月　　日）
・勤務する会社等が倒産した。
（最終給与支給日：令和６(2024)年　　月　　日）
・勤務する会社等を解雇された。
（最終給与支給日：令和６(2024)年　　月　　日）
・自ら経営する会社等が破産、倒産した。
（廃業の日：令和６(2024)年　　月　　日）
・その他（具体的な理由を下欄に記入）

（事由発生日：令和６(2024)年　　月　　日）

２　添付書類
①・②・③を全て添付してください（④は該当する場合のみ添付）。

①保護者等の家計急変の発生事由及び日付を証明する書類

次のうち、添付した書類に○を付けてください。

②家計急変後の収入を証明する書類
次のうち、添付した書類に○を付けてください。

③保護者等の扶養親族の人数・年齢を確認するための書類

次のうち、添付した書類に○を付けてください。

（該当する場合：保護者等の１人が控除対象配偶者である場合）

✔
　・直近３か月の給与明細
　・勤務先作成の給与見込　・(自営業のみ)収入申告書
　・税理士、公認会計士作成の証明書類
　・その他（　　　　　　　　　　　　　）

収入状況確認書類提出票

添付書類 添付チェック欄

✔
　・離職票　・雇用保険受給資格者証　・解雇通告書
　・破産宣告通知書　・廃業等届出
　・家計急変発生前後の給与明細
　・その他（　　　　　　　　　　　　　）

✔　・扶養誓約書

✔・課税証明書（控除対象配偶者の有無がわかるもの）
・住民税課税決定通知書の写し

④保護者等の１人が控除対象配偶者であることを確認するための書類
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様式第10号

令和　　年　　月　　日

栃木県知事　　　殿

扶養者住所：

扶養者氏名：

　以下の事項を必ず確認の上、□にレ印及び必要事項を記入してください。

□この誓約書の記載内容は、事実に相違ありません。

（注）扶養者から見た被扶養者との続柄を記載してください。

扶　養　誓　約　書

　私と下記の者は、健康保険法等における扶養者と被扶養者の関係と同等の関係にあ
ることを誓約します。

①被扶養者氏名

①被扶養者との続柄（注）

③被扶養者との続柄（注）

②被扶養者氏名

②被扶養者との続柄（注）

③被扶養者氏名
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様式第10号

令和　６年　９月　２０日

栃木県知事　　　殿

扶養者住所： 宇都宮市塙田１－１－２０

扶養者氏名： 栃木　太郎

　以下の事項を必ず確認の上、□にレ印及び必要事項を記入してください。

□この誓約書の記載内容は、事実に相違ありません。

（注）扶養者から見た被扶養者との続柄を記載してください。

③被扶養者との続柄（注） 子

②被扶養者氏名 栃木　二郎

②被扶養者との続柄（注） 子

③被扶養者氏名 栃木　いちご

扶　養　誓　約　書

　私と下記の者は、健康保険法等における扶養者と被扶養者の関係と同等の関係にあ
ることを誓約します。

①被扶養者氏名 栃木　一郎

①被扶養者との続柄（注） 子

✔

記入例
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収
入
申
告
書

令
和
 
 
年
 
 
月
 
 
日

 
栃
木
県
知
事
 
様

住
所

氏
名

 
家
計
急
変
後
の
収
入
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
申
告
し
ま
す
。

家
計
急
変
前
家
計
急
変
後

月
分

月
分

※
自
営
業
の
方
で
、
公
認
会
計
士
や
税
理
士
に
よ
る
証
明
書
類
の
作
成
が
難
し
い
場
合
に
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

年
収

見
込
額

収
入
総
額
（
A)

内 訳 必
要
経
費
総
額
（
B
)

内 訳

月
分

月
分

月
分

月
分

差
引
手
取
収
入

（
A)
－
（
B
)

月
分

月
分

月
分

月
分

月
分

月
分

月
分

- 17 -- 17 -



収
入

申
告

書
令

和
 ６

 年
 9

 月
 2

0 
日

 
栃

木
県

知
事

 
様

住
所

宇
都

宮
市

○
○

町
１
２
３
４
番

地

氏
名

栃
木

　
太

郎

 
家

計
急

変
後

の
収

入
に

つ
い

て
、

次
の

と
お

り
申

告
し

ま
す

。

家
計

急
変

前
家

計
急

変
後

令
和

６
年

３
月

分
４

月
分

65
0,

00
0

35
0,

00
0

10
0,

00
0

15
0,

00
0

25
0,

00
0

30
0,

00
0

40
0,

00
0

40
0,

00
0

40
0,

00
0

45
0,

00
0

45
0,

00
0

40
0,

00
0

45
0,

00
0

店
舗

売
上

65
0,

00
0

35
0,

00
0

10
0,

00
0

15
0,

00
0

25
0,

00
0

30
0,

00
0

40
0,

00
0

40
0,

00
0

40
0,

00
0

45
0,

00
0

45
0,

00
0

40
0,

00
0

45
0,

00
0

42
0,

00
0

52
0,

00
0

33
0,

00
0

33
0,

00
0

33
0,

00
0

47
0,

00
0

37
0,

00
0

37
0,

00
0

35
0,

00
0

47
0,

00
0

47
0,

00
0

37
0,

00
0

47
0,

00
0

仕
入

15
0,

00
0

15
0,

00
0

80
,0

00
80

,0
00

80
,0

00
15

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
20

0,
00

0
20

0,
00

0
10

0,
00

0
20

0,
00

0

従
業

員
給

料
10

0,
00

0
10

0,
00

0
80

,0
00

80
,0

00
80

,0
00

10
0,

00
0

10
0,

00
0

10
0,

00
0

80
,0

00
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0

店
舗

賃
借

料
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0
10

0,
00

0

水
道

光
熱

費
30

,0
00

30
,0

00
30

,0
00

30
,0

00
30

,0
00

30
,0

00
30

,0
00

30
,0

00
30

,0
00

30
,0

00
30

,0
00

30
,0

00
30

,0
00

決
済

代
行

手
数

料
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

広
報

料
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

20
,0

00
20

,0
00

店
舗

改
装

料
10

0,
00

0
50

,0
00

23
0,

00
0

-1
70

,0
00

-2
30

,0
00

-1
80

,0
00

-8
0,

00
0

-1
70

,0
00

30
,0

00
30

,0
00

50
,0

00
-2

0,
00

0
-2

0,
00

0
30

,0
00

-2
0,

00
0

-7
50

,0
00

※
自
営
業
の
方
で
、
公
認
会
計
士
や
税
理
士
に
よ
る
証
明
書
類
の
作
成
が
難
し
い
場
合
に
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

年
収

見
込

額

収
入

総
額

（
A

)

内 訳 必
要

経
費

総
額

（
B

)

内 訳

(見
込

）

１
０

月
分

(見
込

）

１
１

月
分

(見
込

）

１
２

月
分

(見
込

）
令

和
７
年

１
月

分

差
引

手
取

収
入

（
A

)－
（

B
)

(見
込

）

２
月

分

(見
込

）

３
月

分
５

月
分

６
月

分
７

月
分

８
月

分
９

月
分

記
入
例
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